
 
は じ め に 

  

今日、各地方公共団体の財政状態、特に資産・債務の現状とその推移を、統一的基準により把握し、

公開することが強く求められています。 

 このような中、平成18年4月、総務省は「新地方公会計制度研究会」を設置し、同年5月「新地方公会

計制度研究会報告書」を発表しました。また、同年8月には「地方公共団体における行政改革の更なる

推進のための指針」が示され、これにより各地方公共団体は、より一層積極的な行政改革の推進が求め

られることとなりました。この指針において地方公会計改革（地方の資産・債務管理改革）の推進が掲

げられ、民間企業の決算と同様に貸借対照表等の財務諸表を作成することが義務付けられました。 

公表開始年度は平成21年度とされ、平成20年度決算に係る財務諸表の公表を実施することと明記され

ています。また、財務諸表を作成する会計は普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・

学校給食センター事業特別会計）の他、公営事業会計（各特別会計）、各一部事務組合、土地開発公社、

第三セクター等など、出資等をしている会計や団体も対象とされ、これらをすべて連結決算することと

されています。 

 

 ・貸借対照表：資産総額とその財源に当たる負債・純資産の額 

 ・行政コスト計算書：行政サービスの提供に要した費用と収益の内容 

 ・純資産変動計算書：純資産の増減の内訳 

 ・資金収支計算書：現金収支の性質別内訳 

 

 藤岡市においても、将来を見据えた健全な財政運営を図るとともに、財政内容を市民にわかりやすく

説明するため、「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作

成要領」（以下、改訂モデルという）に従い、平成 20～25 年度決算に続き、平成 26 年度決算において

も財務諸表を作成し、公表を行います。 

 

※作成基準日について 

 会計年度の最終日（平成 27 年 3 月 31 日）を各財務諸表の作成基準日としています。なお、出納整理

期間（平成 27 年 4 月 1 日～平成 27 年 5 月 31 日）については、作成基準日までに終了したものとして

処理しています。 

 

※図表の数値について 

 図表の各比率については、四捨五入の関係で合計と一致しない場合があります。 

 

 

 



１ 財務諸表の公表に当たって 

 

地方公共団体の会計は、現金主義会計と言われ、費用や収益をそれぞれ現金支出・現金収入という事

実に基づいて認識するもので、客観性が高く、議会の統制の下で適正に予算を編成・執行するという地

方公共団体の性格上、この考え方は適したものと言えます。 

一方、国においては、厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民に対する説明責任をより適

切に果たし、財政の効率化・適正化を図ることが求められており、現在の現金主義ではなく、発生主義

による企業会計手法を活用した財務書類の開示が推進されています。 

発生主義会計とは、費用や収益を、現金の受け渡しのない経済的取引（減価償却・退職手当引当金な

ど）も含めた事実に基づいて認識するものです。この会計方式を採用した財務諸表の作成により、従来

の現金ベースでの歳入額、歳出額だけの情報だけでなく、 

 

○現在どれくらいの資産を持っているのか 

○資産を持つためにいくら借金をしてきて、将来どれだけ返済しなければならないのか 

○行政サービスの提供にいくら費用をかけ、その提供に対しいくら収益を上げたのか 

○１年間に資産がどれだけ増減したのか 

○１年間の資金の流れはどうだったのか 

 

などの情報も把握することができます。 

財務諸表の４つの表間は、イメージ図のとおり、それぞれ矢印で結んだ項目の数値が一致することで

相互に関連しています。 

 

【 財務諸表４表のイメージ図 】 

 

貸借対照表  行政コスト計算書  純資産変動計算書  資金収支計算書 

借方 貸方 行政コスト 
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純行政コスト △純行政コスト △支出 
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２ 普通会計財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

 基準日現在に保有する資産の状況と、これに対応した負債（将来世代による負担）と純資産（これま

での世代の負担）がいくらかを示しています。これを作成することで、現行の単年度収支の会計では把

握できなかった保有する資産、負債の全体像を総括的に、より的確に把握することが可能となりました。

貸借対照表は「資産＝負債＋純資産」の形で示されます。イメージ図は次のとおりです。 

 

           借方（資金の使途）   貸方（資金の源泉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資産は、市民の共通財産と言えますが、逆に、負債（借金）は今後の市民の負担額を示します。純資

産は、資産から負債を差し引いた額ですから、市民にとって、正味の財産持分（既に負担が済んでいる

額）となります。 

 

「資産」には、次の３種類があります。 

固
定
資
産 

公共資産 
藤岡市が保有する土地・建物などで、道路・公園・学校など行政サービスの
提供に必要な資産です。この中には、売却が可能な資産も含まれます。 

投 資 等 
関係団体への出資金や奨学資金などの貸付金、ある特定の目的のために活用
される基金の残高などです。将来、現金化・回収可能な資産です。 

流動資産 
１年以内に現金化・回収可能な資産です。現金預金の残高や１年以内に回収
見込みのある税などです。 

※１年以内に現金化・回収可能な「流動資産」に対して、現金化・回収することが困難な「公共資産」

と「投資等」を「固定資産」と言います。 

 

「負債」には、次の２種類があります。 

固定負債 基準日から１年を超えて支払期限が来る地方債や、退職手当引当金などです。

流動負債 
基準日から１年以内に支払期限が来る地方債や、次の年に支払う予定の退職
手当などです。 

 

「純資産」は「資産」と「負債」の差額であり、既に藤岡市で受け入れた公共資産を整備するための

国や群馬県からの補助金、地方税等の一般財源などです。 

資  産 

負  債 

純 資 産 

現
在
の
藤
岡
市
の
資
産
総
額 

将来の負担として残

されている金額 

既に負担が済んでい

る金額 



【 普通会計貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成27年3月31日）         （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1)有形固定資産 73,290,059 (1)地方債 19,806,048

(2)無形固定資産 2,952 (2)長期未払金   0

(3)売却可能資産 18,847 (3)退職手当引当金 3,255,898

公共資産 計 73,311,858 (4)損失補償等引当金  0

 固定負債 計 23,061,946

  

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1)投資及び出資金 1,865,062 (1)翌年度償還予定地方債 3,156,847

(2)貸付金 484,602 (2)その他 750,833

(3)基金等 2,839,880  

(4)長期延滞債権 588,300 流動負債 計 3,907,680

(5)回収不能見込額 △196,057  

投資等 計 5,581,787  

  負  債  合  計 26,969,626

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1)現金預金 4,533,056 １ 公共資産等整備国県補助金等 16,673,864

 （うち歳計現金） (980,139) ２ 公共資産等整備一般財源等 68,488,141

(2)未収金 90,527 ３ その他一般財源等 △9,323,165

流動資産 計 4,623,583 ４ 資産評価差額 △19,291,238

  純  資  産  合  計 56,547,602

資  産  合  計 83,517,228 負 債 ・ 純 資 産 合 計 83,517,228

 

普通会計の平成26年度末における「資産」の総額は、83,517,228千円となっています。 

この「資産」を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は56,547,602千円（67.7％）、

将来の世代への負担として残された「負債」は26,969,626千円（32.3％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が73,311,858千円（87.8％）、投資等が5,581,787千円（6.7％）、流動

資産が4,623,583千円（5.5％）となっており、ほとんどを公共資産が占めています。  

他方、主な「負債」は地方債で、年度末の総額は固定負債の19,806,048千円と流動負債の3,156,847

千円を合わせて22,962,895千円です。また、全職員が退職した場合に支払うべき退職金として、退職手

当引当金に3,255,898千円を計上しています。 
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イ 投資等 

割合の多い順に見てみますと、投資等では退職手当目的基金、土地開発基金、文庫基金など特定の目

的のために積み立てた「基金等」の残高が2,839,880千円と50.9％を占めています。次に、特別会計や

外郭団体への「投資及び出資金」が1,865,062千円で33.4％、「長期延滞債権」が588,300千円で10.5％

を占めています。「長期延滞債権」は、地方税などの収入未済額のうち１年を超えて回収がなされてい

ないものを債権として固定資産に計上するものですが、このうち回収不能と見込まれる金額196,057千

円を「回収不能見込額」として控除しています。その他、奨学資金などの「貸付金」が484,602千円と

なっています。 

 
※主な用語の解説 

○退職手当目的基金 
退職手当に充てるために積み立てられた基金です。 

○土地開発基金 
事業を行うにあたり、必要な用地を先行取得するために積み立てられた基金です。 

○定額運用基金 
藤岡市にはありませんが、国民健康保険高額療養費の資金の貸付など、特定の事業や事務を運営す

るために、定額の資金を運用する基金です。 
○長期延滞債権、未収金、回収不能見込額 
  収入未済額のうち、平成 26 年度は「未収金」、平成 25 年度以前は「長期延滞債権」と計上してい

ます。また、これらに過去５年間の不納欠損実績率を乗じたものを回収不能見込額として計上してい

ます。 
 

ウ 流動資産 

流動資産では、「現金預金」が4,533,056千円と98.0％を占めています。これには、年度間の財源を

調整する財政調整基金3,030,913千円や、平成26年度普通会計決算において翌年度に繰越した収支差額

である歳計現金980,139千円が含まれます。 

また、「未収金」が90,527千円（2.0％）となっています。地方税や使用料・手数料などの収入未済

額を計上していますが、ここでは、１年を超えて回収がなされていない未収金は長期延滞債権となり、

「投資等」に固定資産として計上しているため除いています。 

 
※主な用語の解説 

○財政調整基金 
財政の健全な運営のために財源に余裕のあるときに積み立てておき、経済状況の変化により収入減

や災害発生等によって支出増となったときに取り崩す備えとして積み立てられた基金です。 
○減債基金 

地方債の償還（返済）に充てるために積み立てられた基金です。 
○歳計現金 

当該年度の歳入・歳出の差額（年度末の繰越金）です。 
 

 



エ 負債 

退職手当引当金とは、普通会計の全職員が、年度末に普通退職（自己退職）した場合に必要な退職手

当の額を計上しています。退職手当引当金は職員数が増加した場合や、職員の平均年齢が上昇した場合

に高くなります。 
 藤岡市では集中改革プランにより、職員数の適正化に取り組んでおり、職員数、平均年齢ともに減少

傾向にあるために、退職手当引当金についても減少傾向にあると言えます。 
また、損失補償等引当金とは、産業の振興などのため、地域住民や企業などが受ける融資に対して、

債務が履行されない場合に藤岡市が返済の代行を行う損失補償に必要な額を計上しています。これは退

職手当引当金と違い、融資の返済がされていれば支払をする必要はありません。 
 

オ 純資産 

「資産」83,517,228千円から「負債」26,969,626千円を差し引いた「純資産」は56,547,602千円で、

既に藤岡市の普通会計で受け入れた、公共資産を整備するための国や群馬県からの補助金、地方税など

の一般財源などで構成されるものです。 

 その他一般財源等は△9,323,165 千円となっていますが、これは退職手当引当金や使途が拘束されて

いない臨時財政対策債などの地方債が、資産形成に充当されていることを示すものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２）行政コスト計算書 

 貸借対照表は資産と負債の状況を明らかにするものですが、これに対し行政コスト計算書は人的サー

ビスや給付サービス、減価償却費などの行政サービス活動のコスト（費用）を明らかにするためのもの

です。 
 行政コスト計算書とは、民間企業の損益計算書にあたります。損益計算書は企業の損失と利益を計上

して１年間の経営成績を示すことを目的としています。 
しかし、地方公共団体の場合は営利を目的としていないため、１年間に提供した行政サービスに要し

た費用（＝行政コスト）と、使用料や手数料などの収入を明らかにして、行政活動の効率化に活用する

ことを目的としています。 
 ここでいう行政コストとは、貸借対照表に計上される費用を除いた現金支出に、減価償却や不納欠損

など現金支出を伴わない費用を足し合わせた、資産形成につながらない費用のことです。 
 行政コストはその性質により、以下の４つに分類されます。 
 

コストの性質 内       容 

人にかかるコスト 
常勤・非常勤職員及び議員の給料等に要する費用 

例：人件費、退職給与引当金繰入金 

物にかかるコスト 
物の購入、施設の維持補修、減価償却などに要する費用 

例：消耗品費・委託料などの物件費、維持補修費、減価償却費 

移転支出的なコスト 

市民や他団体などに支出して効果が出る費用 

例：社会保障給付費、補助金、繰出金、他の団体が行う施設整備事業への

補助金 

その他のコスト 
上記に属さない費用 

例：公債費（利子分のみ）、不納欠損（回収不能見込）額 

 

収益は以下の２つに分類されます。 

収益の種類 内       容 

使用料・手数料 
施設を利用した際に徴収する料金及び戸籍や住民票、税務証明の発行など

公の役務の提供に対し徴収する料金の収入額 

分担金・負担金・寄附金 分担金、負担金、寄附金の収入額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 普通会計行政コスト計算書の要旨 】 

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 （単位：千円）

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 

（１）人件費 3,274,992 15.1%

（２）退職手当等引当金繰入等 111,316 0.5%

（３）賞与引当金繰入額 210,069 1.0%

人にかかるコスト計 3,596,377 16.6%

２ 

物にかかるコスト 

（１）物件費 3,044,522 14.1%

（２）維持補修費 206,694 1.0%

（３）減価償却費 2,758,913 12.7%

物にかかるコスト計 6,010,129 27.8%

３ 

移転支出的なコスト 

（１）社会保障給付 5,731,789 26.5%

（２）補助金等 2,899,284 13.4%

（３）他会計等への支出額 2,833,366 13.1%

（４）他団体への公共資産整備補助金等 310,341 1.4%

移転支出的なコスト計 11,774,780 54.4%

４ 

その他のコスト 

（１）支払利息 216,898 1.0%

（２）回収不能見込計上額 50,673 0.2%

（３）その他行政コスト 0 0.0%

その他のコスト計 267,571 1.2%

経常行政コスト 合計 ａ 21,648,857   

【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料 ｂ 329,424   

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 401,764   

経常収益 合計（ｂ＋ｃ） ｄ 731,188   

ｄ／ａ 3.4%   

（差引）純経常行政コスト  ａ－ｄ    20,917,669   

 

 

 

 



【 経常行政
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【 性質別目的別行政コスト 】                                                （単位：千円） 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会

支 払 

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 3,596,377 16.6% 338,551 792,654 511,883 212,062 327,413 14,601 1,154,607 244,606     

構成比率     9.4% 22.1% 14.2% 5.9% 9.1% 0.4% 32.1% 6.8%     

物にかかるコスト 6,010,129 27.8% 1,305,632 1,809,508 301,581 1,094,030 563,634 47,391 877,834 10,519     

構成比率     21.7% 30.1% 5.0% 18.2% 9.4% 0.8% 14.6% 0.2%     

移転支出的なコスト 11,774,780 54.4% 528,488 172,960 8,266,061 1,208,780 579,388 808,174 209,668 1,261     

構成比率     4.5% 1.5% 70.2% 10.3% 4.9% 6.8% 1.8% 0.0%     

その他のコスト 267,571 1.2%                 216,898 50,673 

構成比率                     81.1% 18.9% 

経常行政コスト 21,648,857   2,172,671 2,775,122 9,079,525 2,514,872 1,470,435 870,166 2,242,109 256,386 216,898 50,673 

構成比率   10.0% 12.8% 42.0% 11.6% 6.8% 4.0% 10.4% 1.2% 1.0% 0.2% 



ア 人にかかるコスト 

割合の多い順に見てみますと、内部管理部門や徴税部門を持つ「総務」が1,154,607千円（32.1％）

で最も多く、次いで学校・図書館・体育館などの施設を持つ「教育」が792,654千円（22.1％）、高齢

者や障害者の方のための福祉施設や児童館・保育園などの施設を持つ「福祉」が511,883千円（14.2％）

と続きます。 

 

イ 物にかかるコスト 

割合の多い順に見てみますと、「教育」が1,809,508千円（30.1％）で最も多く、次いで道路・公園

などの土木施設を持つ「生活インフラ・国土保全」が1,305,632千円（21.7％）、「環境衛生」が1,094,030

千円（18.2％）と続きます。施設を多く持つ部門の金額が大きいのは、管理運営経費（物件費）や減価

償却費を計上していることによるものです。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

割合の多い順に見てみますと、生活保護費や児童手当などの扶助費や国民健康保険特別会計・介護保

険特別会計への繰出金などを持つ「福祉」が8,266,061千円（70.2％）で最も多く、次いで「環境衛生」

が1,208,780千円（10.3％）、「消防」が808,174千円（6.8％）と続きます。 

 

エ その他のコスト 

公債費の利子償還分のみ216,898千円を計上しています。また、地方税などについて時効などで収入

の見込みがないものとして処理した金額を「回収不能見込計上額」として50,673千円を計上しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）純資産変動計算書 

貸借対照表上で「純資産」として計上された金額が期首から期末でどのように増減したのかを示し、

純資産を形成する税収や国県補助金などの会計年度中の変動を明示するための財務書類が純資産変動

計算書です。これまでの世代が負担してきた「純資産」が１年間でどれだけ増減したのかを把握するこ

とができます。 
 

【 普通会計純資産変動計算書の要旨 】            

 

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

 （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 58,262,687

期間中の資産変動 

  純経常行政コスト △20,917,669

  一般財源（地方税など） 15,975,822

補助金等受入 5,712,721

  臨時損益（災害復旧事業費など）      △212,176

  資産評価替えによる変動額   △2,273,783

  その他 0

期間中の資産変動額合計    △1,715,085

期末純資産残高 56,547,602

 

平成26年度決算では、期首は平成26年4月1日を、期末は平成27年3月31日を指しますので、「期末純

資産残高」56,547,602千円は、貸借対照表上の「純資産」と一致します（☞Ｐ.4）。期間中の変動要素

のうち、主な減要素（財源の使用）は純経常行政コストの△20,917,669千円で、行政コスト計算書と一

致します（☞Ｐ.9）。 

一方、増要素(財源の調達)では、地方税などの一般財源が15,975,822千円、国や群馬県からの補助金

などで5,712,721千円があります（☞Ｐ.37）。 

その他、資産評価替えによる変動額（平成26年度の資産評価をするにあたり使用する資産台帳と地方

財政状況調査（決算統計）との間に生じる差額）が、昨年度から2,273,783千円減少しました。これら

の結果、「純資産」は平成26年度中の１年間で1,715,085千円減少しました。 

  



（４）資金収支計算書 

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）は、１年間の現金の流れを示すもので、どのような活動にど

れだけの資金が使われたのかが分かります。現金収支の性質上、次の３つに区分して表示されます。 

 

○経常的収支の部 

 支出においては、人件費や物件費、社会保障給付といった経常的な行政活動に係る資金の収支を項目

別に計上しています。 
収入においては、地方税、国県補助金等、使用料・手数料などの各項目の収入額から、公共資産整備

収支の部及び投資・財務的収支の部に計上した額を除いた額を計上しています。 
この経常的収支の部の差引は、財政指標の一つである「経常収支比率」に通ずる概念であり、黒字幅

が大きければ財政構造が柔軟なことを示し、小さい場合には硬直化しているため、支出の削減に努める

ことが必要です。 
 
○公共資産整備収支の部 

 道路や学校、公園など貸借対照表の公共資産を形成するための支出及びその財源です。 
支出においては、藤岡市が行うものを公共資産整備支出、民間等他の団体が行うものを公共資産整備

補助金等支出として計上しています。 
収入においては、公共資産整備の財源となった国県補助金等、地方債発行額及び基金取崩額などを計

上しています。 
 ここで収支のマイナスで表示される金額は、一般財源（地方税など）を公共資産整備に投入した金額

を表しています。 
 
○投資・財務的収支の部 

 支出においては、投資及び出資金、貸付金の他、特定目的のための基金積立や地方債の元金償還など

を計上しています。 
収入においては、貸付金回収額、基金取崩額及び公共資産等の売却額などを計上しています。 

 
 
 

【 普通会計資金収支計算書の要旨 】        

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 5,495,632

２ 公共資産整備収支額 △1,181,497

３ 投資・財務的収支額 △4,246,538

当年度収支合計（歳計現金増減額） 67,597

期首歳計現金残高 912,542

期末歳計現金残高 980,139

平成26年度の１年間の収支を見ると67,597千円の増加となり、歳計現金（普通会計の歳入・歳出に属

する現金）の残高は期末（平成27年3月31日）現在で980,139千円となりました。これは、貸借対照表上

の「３ 流動資産（１）現金預金」のうち「歳計現金」と一致します。（☞Ｐ.４） 

 

 



３ 普通会計財務諸表の分析 

 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産又は負債による割合を見ることにより、これまで

の世代（過去及び現世代）で既に負担されたものと、今後の世代によって将来返済しなければならない

ものとの割合がわかります。 

 

・社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×１００ 

・社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×１００ 

 

【 社会資本形成の世代間負担比率 】                   （単位：千円） 

項   目 平成26年度 

公共資産合計 73,311,858 

純資産合計 56,547,602 

地方債残高 22,962,895 

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 77.1％ 

社会資本形成の将来世代負担比率 31.3％ 

 

（２）歳入総額対資産比率・歳入総額対純資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを見

ることができます。また、歳入総額に対する純資産の比率を計算することにより、これまでの世代によ

る社会資本の形成が何年分の歳入に相当するかが分かります。 

 

・歳入総額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

・歳入総額対純資産比率＝純資産合計÷歳入総額 

 

【 歳入総額対資産比率・歳入総額対純資産比率 】             （単位：千円） 

項   目 平成26年度 

資産合計 83,517,228 

純資産合計 56,547,602 

歳入総額（前年度からの繰越金912,542千円を含む） 27,466,389 

歳入総額対資産比率 3.0年 

歳入総額対純資産比率 2.1年 

 

（３）資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、資産取得後、平均してどの程度老朽化が進んでいるかを把握することができます。 

・資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×１００ 

 

 



【 資産老朽化比率 】                          （単位：千円） 

項   目 平成26年度 

減価償却累計額 54,066,679 

有形固定資産合計 73,290,059 

うち土地合計 37,796,336 

資産老朽化比率 60.4％ 

藤岡市普通会計での比率は６０．４％であり、資産の老朽化が進んでいるといえます。 

 

（４）藤岡市民一人当たりの貸借対照表 

貸借対照表を他の地方公共団体と比較する際、人口で除して藤岡市民一人当たりの金額を算出するこ

とにより、他の地方公共団体との比較に活用できます。 

平成26年度の藤岡市民一人当たりの貸借対照表は、下の表のとおりです。藤岡市民一人当たりの公共

資産は1,084,559円であり、将来の資金流入をもたらす投資等及び流動資産を含めると「資産」合計は

1,235,535円となっています。一方、将来負担を表す藤岡市民一人当たりの「負債」は398,983円で、「資

産」と「負債」の差額である藤岡市民一人当たりの「純資産」は836,522円となっています。 
 

【 藤岡市民一人当たり貸借対照表 】 

                （基準日：平成27年3月31日）          （単位：円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1)有形固定資産 1,084,236 (1)地方債 293,006

(2)無形固定資産 44 (2)長期未払金    0

(3)売却可能資産 279 (3)退職手当引当金 48,167

公共資産 計 1,084,559 (4)その他 0

固定負債 計 341,173

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1)投資及び出資金 27,591 (1)翌年度償還予定地方債 46,702

(2)貸付金 7,169 (2)その他 11,108

(3)基金等 42,012  

(4)長期延滞債権 8,703 流動負債 計 57,810

(5)回収不能見込額 △2,900  

投資等 計 82,575  

  負  債  合  計 398,983

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1)現金預金 67,061 １ 公共資産等整備国県補助金等 246,669

 （うち歳計現金） (14,500) ２ 公共資産等整備一般財源等 1,013,198

(2)未収金 1,340 ３ その他一般財源等 △137,925

流動資産 計 68,401 ４ 資産評価差額 △285,390

 純  資  産  合  計     836,552

資  産  合  計 1,235,535 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,235,535

平成26年度末藤岡市の人口 67,596人（平成27年3月31日現在、外国人含む） 

 



（５）行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけら

れているか、あるいは各行政分野においてハード・ソフト両面にわたるバランスのとれた財源配分がな

されているかを分析することができます。 

 

・行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００ 

 

【 行政コスト対公共資産比率 】                          （単位：百万円） 

 生活インフラ 
・国土保全 

教育 福祉 
環境 
衛生 

産業 
振興 

総務 その他 計 

経常行政コスト計 2,173 2,775 9,080 2,515 1,470 2,242 1,394 21,649

公共資産計 41,299 18,932 1,637 1,201 4,667 4,808 746 73,290

行政コスト対公共

資産比率 
5.3% 14.7% 554.7% 209.4% 31.5% 46.6% 186.9% 29.5%

 

藤岡市が保有する公共資産に対して、「経常行政コスト」全体で２９．５％のコストをかけているこ

とになります。 

行政目的別で見ると、「福祉」が554.7％で最も高い数値ですが、これは、福祉部門で所有する公共

資産が少ないわりに、社会保障給付等の移転支出的なコストがかかっていることによるものです。次い

で、「環境衛生」の209.4％、「総務」の46.6％となっています。 

 

 

（６）受益者負担比率 

行政コスト計算書における「経常収益」は、サービスの受益者が直接的に負担する使用料などの金額

であるため、「経常収益」の「経常行政コスト」に対する割合を算定することで、受益者負担比率を算

定することができます。 

 

・受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

【 受益者負担比率 】                      （単位：千円） 

経常収益 経常行政コスト 受益者負担比率 

731,188 21,648,857 3.4％

 

藤岡市の平成26年度受益者負担比率は３．４％となっており、相当の部分が受益者負担以外の税金な

どで賄われていることが分かります。 

 

 

 



（７）藤岡市民一人当たりの行政コスト 

行政コスト計算書を人口で除して、藤岡市民一人当たりの行政コストや収益を算出することで、他の

地方公共団体との比較や１年間の行政サービスに要したコストを把握することができます。 

その性質別の金額は次のとおりです。 

【 藤岡市民一人当たりの行政コスト 】       自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 （単位：円）

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 

（１）人件費 48,449 15.1%

（２）退職手当等引当金繰入等 1,647 0.5%

（３）賞与引当金繰入額 3,108 1.0%

人にかかるコスト計 53,204 16.6%

２ 

物にかかるコスト 

（１）物件費 45,040 14.1%

（２）維持補修費 3,058 1.0%

（３）減価償却費 40,815 12.7%

物にかかるコスト計 88,913 27.8%

３ 

移転支出的なコスト 

（１）社会保障給付 84,795 26.5%

（２）補助金等 42,891 13.4%

（３）他会計等への支出額 41,916 13.1%

（４）他団体への公共資産整備補助金等 4,591 1.4%

移転支出的なコスト計 174,193 54.4%

４ 

その他のコスト 

（１）支払利息 3,209 1.0%

（２）回収不能見込計上額 749 0.2%

（３）その他行政コスト 0 0.0%

その他のコスト計 3,958 1.2%

経常行政コスト 合計 ａ 320,268   

【経常収益】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料 ｂ 4,873   

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 5,944   

経常収益 合計（ｂ＋ｃ） ｄ 10,817   

ｄ／ａ 3.4%   

（差引）純経常行政コスト  ａ－ｄ    309,451   

平成26年度末藤岡市の人口 67,596人（平成27年3月31日現在、外国人含む） 
 

平成26年度藤岡市民一人当たりの経常行政コストの合計額は320,268円で、社会保障給付や特別会計

（国保・介護など）への繰出金などの「移転支出的なコスト」が174,193円と最も多く、次いで物件費

や減価償却費など「物にかかるコスト」が88,913円となっています。また、「経常行政コスト」から「経

常収益」を差し引いた藤岡市民一人当たりの「純経常行政コスト」は309,451円かかっています。 

 



４ 地方公共団体財務諸表及び連結財務諸表とは 
 

藤岡市では、普通会計で行っている事業の他に、国民健康保険事業勘定特別会計などの公営事業会計

で様々な事業を行っています。また、これらの藤岡市が自ら行う事業とは別に、藤岡市が出資している

団体や継続的な財政支出を行っている団体、いわゆる外郭団体が行う事業もあり、普通会計のみを対象

とした財務諸表だけでは、公営事業会計や外郭団体の資産や負債などの状況を含んでいないため、藤岡

市の全体的な財務状態を把握することは困難です。そのため、藤岡市全体の総合的な財務状態をより的

確に把握するために、普通会計に公営事業会計を含めた「地方公共団体財務諸表」、地方公共団体に外

郭団体を含めた「連結財務諸表」を作成しています。 

連結の対象となる会計及び団体の範囲は次のとおりです。 

 

○普通会計 

・一般会計 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計 

・学校給食センター事業特別会計 

○公営事業会計 

・国民健康保険事業勘定特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・介護保険事業勘定特別会計 

・介護老人保健施設特別会計 

・下水道事業特別会計 

・特定地域生活排水処理事業特別会計 

・簡易水道事業等特別会計 

・水道事業会計 

・国民健康保険鬼石病院事業会計 

・公営事業会計（介護サービス事業・介護デイサービス事業） 

○一部事務組合 

・多野藤岡広域市町村圏振興整備組合 

 ・多野藤岡医療事務市町村組合 

・群馬県後期高齢者医療広域連合 

・群馬県市町村総合事務組合 

・群馬県市町村会館管理組合 

○藤岡市土地開発公社 

○第三セクター等 

・（株）藤岡クロスパーク 

・（公財）藤岡市文化振興事業団 

・（社）藤岡市社会福祉協議会 
 

※三波川財産区特別会計は、総務省「地方公会計の整備促進に関するワーキンググループ」において連

結対象の範囲外とされています。 
 

各会計及び団体が作成している財務諸表を「総務省方式改訂モデル」に基づき、連結財務諸表勘定項

目に組み替えました。なお、連結対象の会計、団体間で行われている内部取引は相殺消去しています。

また、退職手当引当金については、普通会計・公営事業会計・一部事務組合は、期末に職員全員が普通

退職した場合の支給額を計上し、第三セクター等は貸借対照表などに計上している額を計上しています。 

 

 

 

普通会計と公営事業会計を合わ

せたものを「地方公共団体」と

言います。 

一部事務組合・土地開発公社・

第三セクター等を総称して 

「外郭団体」と言います。 



５ 地方公共団体財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

【 地方公共団体貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成27年3月31日）                 （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1) 有形固定資産 97,233,875 (1) 普通会計地方債 19,806,048

(2) 無形固定資産 26,214 (2) 公営事業地方債 12,776,497

(3) 売却可能資産 18,847 (3) 長期未払金       0

公共資産 計 97,278,936 (4) 引当金   3,821,563

 固定負債 計 36,404,108

  

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1) 投資及び出資金 477,087 (1) 翌年度償還予定地方債 3,942,822

(2) 貸付金 484,602 (2) 未払金 137,802

(3) 基金等 3,347,093 (3) 翌年度支払予定退職手当 540,764

(4) 長期延滞債権 955,105  (4) 賞与引当金 277,952

(5) 回収不能見込額 △336,126 (5) その他 21,065

投資等 計 4,927,761 流動負債 計 4,920,405

    

  負  債  合  計 41,324,513

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1) 資金 6,923,103  

(2) 未収金 607,815  

(3) その他 12,449  

 (4) 回収不能見込額 △112,767 純 資 産 合 計 68,312,784

流動資産 計 7,430,600  

   

資  産  合  計 109,637,297 負 債 ・ 純 資 産 合 計 109,637,297

 

地方公共団体の平成26年度末における「資産」の総額は、109,637,297千円となっています。この「資

産」を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は68,312,784千円（62.3％）、将来

の世代への負担として残された「負債」は41,324,513千円（37.7％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が97,278,936千円（88.7％）、投資等が4,927,761千円（4.5％）、流動資

産が7,430,600千円（6.8％）で、ほとんどを公共資産が占めています。 

 

 

 

 

 

 

 



ア 公共資

土地や建
 

【 行政目的

  

有形固定

が19.5％、
 

イ 投資等

割合の多

います。ま

千円（19.4

額」として
 

ウ 流動資

割合の多

次に「未収

不能と見込
 

エ 負債 

固定負債

は、「普通

は12,776,4

職手当等引

流動負債

普通会計が

「翌年度支

っています
 

オ 純資産

「資産」

なっていま

②

③

1,951,
2

④環

17,19

資産 

建物のような

的別有形固定

定資産のうち

「環境衛生

等 

多い順に見て

た、「投資及

4％）となっ

て控除してい

資産 

多い順に見て

収金」が607,

込まれる金額

債では、「地

通会計地方債

497千円です

引当金」です

債では、「翌

が3,156,847千

支払予定退職

す。 

産 

109,637,29

ます。 

②教育 18,93
千円

19.5%

③福祉

,566 千円

2.0%

環境衛生

91,022 千円

17.7%

4

有形固定資産

定資産の内訳

、「生活イ

生」資産が17.

みますと、投

及び出資金」

ていますが

ます。 

みますと、流

815千円（8.

額112,767千円

方公共団体」

債」が19,806

す。また、「引

すが、その他

翌年度償還予定

千円、公営事

職手当」は540

7千円から

32,186 

⑤産業振興

,667,216 千円

4.8%

産の行政目的

訳】

ンフラ・国土

.7％、「総務

投資等では、

が477,087千

、このうち回

流動資産では

.2％）となっ

円を「回収不

」による地方

,048千円、普

引当金」は、

として公営事

定地方債」が

事業会計が78

0,764千円（

「負債」41,3

円 74

的別の内訳は

土保全」資産

務」資産が4

、「基金等」

千円（9.7％）

回収不能と見

は「資金」が

っていますが

不能見込額」

方債が32,58

普通会計以外

3,821,563千

事業の修繕引

が3,942,822

5,975千円で

（11.0％）、

324,513千円

 

⑥消防

5,592 千円

0.8%

は次のとおり

産が50.3％を

4.9％となっ

の残高が3

）となってい

見込まれる金

が6,923,103

が、長期延滞

として控除

82,545千円

外の公営事業

千円（10.5％

引当金43,13

2千円（80.1

です。また、

「賞与引当

円を差し引い

4,80

りです。 

を占めており

ています。 

,347,093千

います。「長

金額336,126千

千円（93.2％

滞債権と同じ

除しています。

（89.5％）と

業の負債であ

％）となって

4千円があり

％）となっ

「未払金」は

金」は277,9

た「純資産」

①生活

国

48,93

⑦総務

07,986 千円

4.9%

り、次いで「

円（67.9％）

長期延滞債権

千円を「回収

％）となって

じように、こ

。 

となっていま

ある「公営事

ており、ほと

ります。 

ています。内

137,802千円

952千円（5.

」は68,312,

活インフラ・

国土保全

38,307 千円

50.3%
 

「教育」資産

）となって

」は955,105

収不能見込

ています。

このうち回収

ます。内訳で

事業地方債」

とんどは「退

内訳では、

円（2.8％）、

.6％）とな

,784千円と

産

5

収

で

退



（２）行政コスト計算書 

【 地方公共団体行政コスト計算書の要旨 】 自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 （単位：千円）

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 

（１）人件費 4,500,954 12.3%

（２）退職手当等引当金繰入等 139,922 0.4%

（３）賞与引当金繰入額 277,952 0.7%

人にかかるコスト計 4,918,828 13.4%

２ 

物にかかるコスト 

（１）物件費 4,079,182 11.1%

（２）維持補修費 272,759 0.8%

（３）減価償却費 3,595,686  9.8%

物にかかるコスト計 7,947,627 21.7%

３ 

移転支出的なコスト 

（１）社会保障給付 16,073,637 43.9%

（２）補助金等 5,969,363 16.3%

（３）他会計等への支出額 641,877 1.7%

（４）他団体への公共資産整備補助金等 323,202 0.9%

移転支出的なコスト計 23,008,079 62.8%

４ 

その他のコスト 

（１）支払利息 508,401 1.4%

（２）回収不能見込計上額 50,431 0.1%

（３）その他行政コスト 220,473 0.6%

その他のコスト計 779,305 2.1%

経常行政コスト 合計 ａ 36,653,839   

【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料  329,424   

２ 分担金・負担金・寄附金  5,118,803   

３ 保険料 3,267,741   

４ 事業収益 2,617,564   

５ その他特定行政サービス収入 162,482   

６ 他会計補助金等 0   

経常収益 合計 ｂ 11,496,014

ｂ／ａ 31.4%   

（差引）純経常行政コスト  ａ－ｂ    25,157,825   

 

１年間の経常的な行政コストの合計は36,653,839千円で、その内訳は「移転支出的なコスト」が 

23,008,079千円（62.8％）で最も多く、「物にかかるコスト」が7,947,627千円（21.7％）、「人にか

かるコスト」が4,918,828千円（13.4％）、「その他のコスト」が779,305千円（2.1％）となっていま

す。 

「経常行政コスト」の合計から、「経常収益」11,496,014千円を差し引いた「純経常行政コスト」は

25,157,825千円となります。 



 

 

 

 

【 性質別目的別行政コスト 】                                                (単位：千円) 

 

 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会 

支 払 

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 4,918,828 13.4% 363,829 792,654 884,334 1,136,784 327,413 14,601 1,154,607 244,606     

構成比率     7.4% 16.1% 18.0% 23.1% 6.6% 0.3% 23.5% 5.0%     

物にかかるコスト 7,947,627 21.7% 1,623,572 1,809,508 671,492 2,343,677 563,634 47,391 877,834 10,519     

構成比率     20.4% 22.8% 8.5% 29.5% 7.1% 0.6% 11.0% 0.1%     

移転支出的なコスト 23,008,079 62.8% 192,063 172,960 19,971,347 1,081,474 579,388 799,918 209,668 1,261     

構成比率     0.8% 0.8% 86.8% 4.7% 2.5% 3.5% 0.9% 0.0%     

その他のコスト 779,305 2.1% 13,686 0 176,702 30,085 0 0 0 0 508,401 50,431 

構成比率     1.7% 0.0% 22.7% 3.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 65.2% 6.5% 

経常行政コスト 36,653,839   2,193,150 2,775,122 21,703,875 4,592,020 1,470,435 861,910 2,242,109 256,386 508,401 50,431 

構成比率   6.0% 7.6% 59.2% 12.5% 4.0% 2.4% 6.1% 0.7% 1.4% 0.1% 



ア 人にかかるコスト 

目的別では、「総務」が1,154,607千円（23.5％）で最も多く、次いで、「環境衛生」が1,136,784千

円（23.1％）となっています。 

「公営事業会計」では、国民健康保険鬼石病院事業会計が736,866千円と最も多くなっています。 

 

イ 物にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が2,343,677千円（29.5％）で最も多く、次いで、「教育」が1,809,508千

円（22.8％）となっています。 

「公営事業会計」では、水道事業会計が803,328千円と最も多くなっています。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

目的別では、「福祉」が19,971,347千円（86.8％）で最も多く、次いで、「環境衛生」が1,081,474

千円（4.7％）となっています。 

「公営事業会計」では、国民健康保険事業勘定特別会計が7,755,480千円と最も多くなっています。 

 

エ その他のコスト 

目的別では、「支払利息」が508,401千円（65.2％）で最も多く、次いで、「福祉」が176,702千円（22.7％）

となっています。 

「公営事業会計」では、下水道事業特別会計が150,360千円と最も多くなっています。 

 

オ 地方公共団体純経常行政コストの会計別割合 

会計ごとの純経常行政コストは次の表のとおりとなっています。 

 

【 地方公共団体純経常行政コストの会計別割合 】                 （単位：千円） 

地 方 公 共 団 体 

会  計  名 純経常行政コスト額 割  合 

普通会計 18,738,842 74.49%

国民健康保険事業勘定特別会計 3,188,205 12.67%

後期高齢者医療特別会計 186,643 0.74%

介護保険事業勘定特別会計 2,686,252 10.68%

介護老人保健施設特別会計 △42 0.00%

下水道事業特別会計 376,956 1.50%

特定地域生活排水処理事業特別会計 6,009 0.02%

簡易水道事業等特別会計 20,783 0.08%

水道事業会計 △245,515 △0.98%

国民健康保険鬼石病院事業会計 190,549 0.76%

公営事業会計(介護サービス) 9,143 0.04%

公営事業会計(介護デイサービス) 0 0.00%

合  計 25,157,825 100.00%

 

 



（３）純資産変動計算書 

 

【 地方公共団体純資産変動計算書の要旨 】      

    

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

                                                （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 71,269,716

期間中の資産変動 

  純経常行政コスト △25,157,825

  一般財源（地方税など） 15,975,822

補助金等受入  10,215,311

  臨時損益（災害復旧事業費など）      △213,536

  資産評価替えによる変動額 △3,041,604

  無償受贈財産受入 5,500

  その他（端数調整） △740,600

期間中の資産変動額合計  △2,956,932

期末純資産残高 68,312,784

 

期間中の変動要素のうち、主な減要素（財源の使用）は純経常行政コストの25,157,825千円、資産評

価替えによる変動額が3,041,604千円です。 

増要素（財源の調達）は、地方税などの一般財源が15,975,822千円、補助金等受入が10,215,311千円

などとなっています。 

これらの結果、「純資産」は平成26年度中の１年間で2,956,932千円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（４）資金収支計算書 

 

【 地方公共団体資金収支計算書の要旨 】       

 

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 5,639,017

２ 公共資産整備収支額 △1,465,688

３ 投資・財務的収支額 △4,372,097

当年度収支合計（資金増減額）   △198,768

期首資金残高 7,121,871

その他（端数調整）  0

期末資金残高 6,923,103

 

平成26年度の１年間の収支を見ると、198,768千円の減少となり、「期末資金残高」は6,923,103千円

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 連結財務諸表の要旨 

（１）貸借対照表 

 

【 連結貸借対照表の要旨 】 

（基準日：平成27年3月31日）                 （単位：千円） 

借    方 貸    方 

【資産の部】 【負債の部】 

１ 公共資産 １ 固定負債 

(1) 有形固定資産 108,850,170 (1) 地方公共団体 32,582,545

(2) 無形固定資産  31,619 (2) 関係団体  7,009,935

(3) 売却可能資産 18,847 (3) 長期未払金    42,864

公共資産 計 108,900,636  (4) 引当金 7,473,803

 (5) その他     22,964

 固定負債 計 47,132,111

   

２ 投資等 ２ 流動負債 

(1) 投資及び出資金 214,500 (1) 翌年度償還予定額 4,607,300

(2) 貸付金 484,602 (2) 未払金   1,088,011

(3) 基金等 4,588,786 (3) 翌年度支払予定退職手当 540,764

(4) 長期延滞債権 957,833 (4) 賞与引当金 576,943

(5) その他 213,061 (5) その他 240,801

(6) 回収不能見込額 △338,854 流動負債 計 7,053,819

投資等 計 6,119,928  

  負  債  合  計 54,185,930

３ 流動資産 【純資産の部】 

(1) 資金 12,214,231  

(2) 未収金 2,532,551  

(3) 販売用不動産 487,274  

(4) その他 143,522 純 資 産 合 計 76,083,798

(5) 回収不能見込額 △128,414  

流動資産 計 15,249,164  

   

４ 繰延勘定 0  

   

資  産  合  計 130,269,728 負 債 ・ 純 資 産 合 計 130,269,728

 

連結会計の平成26年度末における「資産」の総額は、130,269,728千円となっています。この「資産」

を形成するために、これまでの世代が負担してきた「純資産」は76,083,798千円（58.4％）、将来の世

代への負担として残された「負債」は54,185,930千円（41.6％）となっています。 

「資産」の内訳は、公共資産が108,900,636千円（83.6％）、投資等が6,119,928千円（4.7％）、流動

資産が15,249,164千円（11.7％）で、ほとんどを公共資産が占めています。 
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（２）行政コスト計算書 

【 連結行政コスト計算書の要旨 】           自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 
（単位：千円）

【 経常行政コスト 】 総  額 （構成比率） 

１ 

人にかかるコスト 

（１）人件費 9,795,023 18.0%

（２）退職手当等引当金繰入等   319,917 0.6%

（３）賞与引当金繰入額 576,943 1.1%

人にかかるコスト計 10,691,883 19.7%

２ 

物にかかるコスト 

（１）物件費 8,113,815 14.9%

（２）維持補修費 362,272 0.7%

（３）減価償却費 4,490,036 8.2%

物にかかるコスト計 12,966,123 23.8%

３ 

移転支出的なコスト 

（１）社会保障給付 22,873,648 42.0%

（２）補助金等 4,475,312  8.2%

（３）他会計等への支出額 0 0.0%

（４）他団体への公共資産整備補助金等 323,202 0.6%

移転支出的なコスト計 27,672,162 50.8%

４ 

その他のコスト 

（１）支払利息 661,614 1.2%

（２）回収不能見込計上額 68,807 0.1%

（３）その他行政コスト 2,395,129 4.4%

その他のコスト計 3,125,550 5.7%

経常行政コスト 合計 ａ 54,455,718   

【 経常収益 】 総  額 （構成比率） 

１ 使用料・手数料  335,156   

２ 分担金・負担金・寄附金  8,694,366   

３ 保険料 3,267,741   

４ 事業収益 14,127,293   

５ その他特定行政サービス収入 494,939   

６ 他会計補助金等 0   

経常収益 合計 ｂ 26,919,495

ｂ／ａ 49.4%   

（差引）純経常行政コスト  ａ－ｂ    27,536,223   

 
１年間の経常的な行政コストの合計は、54,455,718千円で、その内訳は「移転支出的なコスト」が 

27,672,162千円（50.8％）で最も多く、「物にかかるコスト」が12,966,123千円（23.8％）、「人にか
かるコスト」が10,691,883千円（19.7％）、「その他のコスト」が3,125,550千円（5.7％）となってい
ます。「経常行政コスト」の合計から、「経常収益」26,919,495千円を差し引いた「純経常行政コスト」
は27,536,223千円となります。 



 

 

 

 

【 性質別目的別行政コスト 】                                                (単位：千円) 

 

 

  総  額 
構成 

比率 

生活インフラ

・国土保全 
教 育 福 祉 

環 境  

衛 生 

産 業  

振 興 
消 防 総 務 議 会 

支 払 

利 息 

回収不能 

見込計上額 

人にかかるコスト 10,691,883 19.7% 369,077 793,766 1,035,945 5,862,529 327,413 610,091 1,447,949 245,113     

構成比率     3.5% 7.4% 9.7% 54.8% 3.1% 5.7% 13.5% 2.3%     

物にかかるコスト 12,966,123 23.8% 1,630,360 1,827,992 772,226 6,964,336 563,634 150,903 1,045,576 11,096     

構成比率     12.6% 14.1% 5.9% 53.7% 4.3% 1.2% 8.1% 0.1%     

移転支出的なコスト 27,672,162 50.8% 192,118 165,355 26,105,085 218,366 579,388 215,043 195,538 1,269     

構成比率     0.7% 0.6% 94.3% 0.8% 2.1% 0.8% 0.7% 0.0%     

その他のコスト 3,125,550 5.7% 1,558,151 0 344,948 339,374 0 0 152,656 0 661,614 68,807 

構成比率     49.8% 0.0% 11.0% 10.9% 0.0% 0.0% 4.9% 0.0% 21.2% 2.2% 

経常行政コスト 54,455,718   3,749,706 2,787,113 28,258,204 13,384,605 1,470,435 976,037 2,841,719 257,478 661,614 68,807 

構成比率   6.9% 5.1% 51.9% 24.6% 2.7% 1.8% 5.2% 0.5% 1.2% 0.1% 



 

ア 人にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が5,862,529千円（54.8％）で最も多く、次いで「総務」が1,447,949千円

（13.5％）となっています。 

「関係団体」では、多野藤岡医療事務市町村組合が4,704,458千円と最も多くなっています。 

 

イ 物にかかるコスト 

目的別では、「環境衛生」が6,964,336千円（53.7％）で最も多く、次いで「教育」が1,827,992千円

（14.1％）となっています。 

「関係団体」では、多野藤岡医療事務市町村組合が4,361,202千円と最も多くなっています。 

 

ウ 移転支出的なコスト 

目的別では、「福祉」が26,105,085千円（94.3％）で最も多く、次いで「産業振興」が579,388千円

（2.1％）となっています。 

「関係団体」では、群馬県後期高齢者医療広域連合が6,796,523千円と最も多くなっています。 

 

エ その他のコスト 

目的別では、「生活インフラ・国土保全」が1,558,151千円（49.8％）で最も多く、次いで「支払利

息」が661,614千円（21.2％）となっています。 

「関係団体」では、土地開発公社が1,544,465千円と最も多くなっています。 

 

オ 連結純経常行政コストの会計別割合 

会計および団体ごとの純経常行政コストは次の表のとおりとなっています。 

【 連結純経常行政コストの会計別割合 】                   （単位：千円） 

地 方 公 共 団 体 

会  計  名 純経常行政コスト額 割  合 

普通会計 16,105,681 58.5%

国民健康保険事業勘定特別会計 3,188,205 11.6%

後期高齢者医療特別会計 186,643 0.7%

介護保険事業勘定特別会計 2,686,252 9.7%

介護老人保健施設特別会計 △42 0.0%

下水道事業特別会計 376,956 1.4%

特定地域生活排水処理事業特別会計 6,009 0.0%

簡易水道事業等特別会計 20,783 0.1%

水道事業会計 △245,515 △0.9%

国民健康保険鬼石病院事業会計 190,549 0.7%

公営事業会計(介護サービス) 9,143 0.0%

公営事業会計(介護デイサービス) 0 0.0%

  



 

 

  

関  係  団  体 

団  体  名 純経常行政コスト額 割  合 

多野藤岡広域市町村圏振興整備組合 1,236,084 4.5%

多野藤岡医療事務市町村組合 △294 0.0%

群馬県市町村総合事務組合 3,738 0.0%

群馬県市町村会館管理組合 4,242 0.0%

群馬県後期高齢者医療広域連合 3,592,175 13.0%

藤岡市土地開発公社 △66,869 △0.2%

(株）藤岡クロスパーク △16,931 △0.1%

(公財)藤岡市文化振興事業団 136,589 0.5%

(社)藤岡市社会福祉協議会 122,825 0.5%

合 計  27,536,223 100.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（３）純資産変動計算書 

 

【 連結純資産変動計算書の要旨 】      

    

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

                                                （単位：千円） 

金 額 

期首純資産残高 80,727,252

期間中の資産変動 

  純経常行政コスト △27,536,223

  一般財源（地方税など） 16,073,685

補助金等受入 13,179,068

  臨時損益（災害復旧事業費など） 

  出資の受入・新規設立 

△227,588

      0

  資産評価替えによる変動額 △3,040,490

  無償受贈財産受入 5,500

  その他 △3,097,406

  経費負担割合の変更に伴う差額       0

期間中の資産変動額合計  △4,643,454

期末純資産残高 76,083,798

 

期間中の変動要素のうち、主な減要素（財源の使用）は純経常行政コストの27,536,223千円、資産評

価替えによる変動額△3,040,490千円です。また、増要素（財源の調達）は、地方税などの一般財源が

16,073,685千円、補助金等受入が13,179,068千円となっています。 

これらの結果、「純資産」は平成26年度中の１年間で4,643,454千円減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（４）資金収支計算書 

 

【 連結資金収支計算書の要旨 】       

 

  自平成26年4月 1日 

至平成27年3月31日 

                                                  （単位：千円） 

金 額 

１ 経常的収支額 6,811,187

２ 公共資産整備収支額 △1,796,026

３ 投資・財務的収支額 △4,643,399

当年度収支合（資金増減額） 371,762

期首資金残高 11,842,469

経費負担割合の変更に伴う差額等      0

期末資金残高 12,214,231

 

平成26年度の１年間の収支を見ると、371,762千円の増加となり、「期末資金残高」は12,214,231千

円となりました。 

 

 

 

 

 

 




